
◆通知カードの送付は 月から

◆マイナンバー導入チェックリスト

内閣府作成の

「マイナンバー導入チェックリスト」

業務上の問題だけではない

「朝型勤務」導入前の検討事項

◆「ゆう活」開始！～目指すは働き方改革

◆朝型導入にあたって考えたいこと
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いよいよ「通知カード」（ 月 日時点の住民票を基

に作成）の送付が迫ってきましたが、マイナンバー制度

への対応は進んでいますでしょうか？

今後、企業の規模にかかわらず着々と準備を進めてい

く必要があります。

今回は、内閣府から公表されている、従業員の少ない

事業者向けの「マイナンバー導入チェックリスト」の内

容をご紹介いたします。

チェックリストの内容は、以下の 項目となっていま

す。

【１】担当者の明確化と番号の取得

□マイナンバーを扱う人を、あらかじめ決めておきまし

ょう（給料や社会保険料を扱っている人など）。

□マイナンバーを従業員から取得する際には、利用目的

（「源泉徴収票作成」「健康保険・厚生年金保険届出」

「雇用保険届出」）を伝えましょう。

□マイナンバーを従業員から取得する際には、番号が間

違っていないかの確認と身元の確認が必要です。顔写

真の付いている「個人番号カード」か、 月から届

くマイナンバーが書いてある「通知カード」と「運転

免許証」などで確認を行いましょう。

【２】マイナンバーの管理・保管

□マイナンバーが記載された書類は、カギがかかる棚や

引き出しに大切に保管するようにしましょう。無理に

パソコンを購入する必要はありません。

□パソコンがインターネットに接続されている場合は、

ウィルス対策ソフトを最新版に更新するなどセキュ

リティ対策を行いましょう。

□従業員の退職や契約の終了などでマイナンバーが必

要なくなったら、細かく裁断するなどマイナンバーの

書いてある書類を廃棄しましょう。パソコンに入って

いるマイナンバーも削除しましょう。

【３】従業員の皆さんへの確認事項

□ 制度に関する周知文書を掲示版に貼るなどして、従

業員の皆さんに通知が届く時期や何に使うかなど、基

本的なことを知ってもらいましょう。

この 月 日より、働き方改革の一環として、国家

公務員が勤務時間を ～ 時間ほど前倒しする「朝型勤

務」が始まりました。政府では、この朝型勤務を「ゆう

活（ゆうやけ時間活動推進）」と名付け、民間企業にも

導入を働きかけるなど、夏の生活スタイルを変革する新

たな国民運動として盛り上げていく方針です。

この働きかけに対して、実際に呼応する企業も増えて

きました。

とはいえ、実際にこうした朝型勤務を自社に導入しよ

うとすると、「早起きできない」「逆に効率が上がらない」
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などといった声も上がります。

それを「怠惰」などと考えるなかれ。早起きに対する

感じ方や体内リズムには個人差があり、朝型移行の成否

には、「朝型勤務に適した体質か」が大きく関与してく

ることがわかってきています。

実は、朝型勤務に適応しにくい労働者は少なからず存

在しており、すべての人に一律に求めると無理も出てき

てしまうのです。体質的に夜型の人は成人の 割おり、

こうした人は朝型勤務に適応しきれず、心身の不調も引

き起こしかねません。

各人の特徴を知って、パフォーマンスを最大にするこ

とができるよう、朝型に限らず、時間の使い方を工夫す

ることがまず大切と言えそうです。

国立精神・神経医療研究センター精神生理研究部で

は、自身の朝型・夜型の別がわかる簡易チェックを公開

しています（「朝型夜型質問紙」

）。

これは、（１）目覚めてから容易に起きることができ

るか、（２）夜、何時に眠くなるか、（３） 日のどの時

間帯に体調が最高か…などの世界共通の 項目の質問

に答えることで、自身の朝型・夜型の体質がわかるとい

うものです。

朝型勤務の導入を考える前にこうしたチェックを行

ってみてもよいかもしれませんね。

解雇や労働条件の引下げといった問題をめぐり、企

業と個々の労働者との間で生じる紛争の主な解決

手段として、「労働局によるあっせん」「労働審判」

「民事訴訟」が挙げられます。

各制度の特徴は、以下の通りです。

・「労働局によるあっせん」：弁護士、大学教授、社

会保険労務士などの労働問題の専門家により組織

された紛争調整委員会が、当事者双方の主張の要点

を確かめます。双方から求められた場合には、両者

に対して、事案に応じた具体的なあっせん案を提示

します。（都道府県労働局によるあっせんの場合。

この他、都道府県労働委員会・労政主管部局等でも

個別労働関係紛争のあっせんを実施しています）

・「労働審判」：労働審判官（裁判官） 名と労働関

係の専門的な知識と経験を有する労働審判員 名で

組織された労働審判委員会が、原則として 回以内

の期日で審理し、適宜調停を試みます。調停による

解決に至らない場合には、事案の実情に即した柔軟

な解決を図るための労働審判を行います。

・「民事訴訟」：裁判官が、法廷で、双方の言い分を

聴いたり、証拠を調べたりして、最終的に判決によ

って紛争の解決を図る手続きです。訴訟の途中で話

合いにより解決（和解）することもできます。

先日、厚生労働省が「予見可能性の高い紛争解決シ

ステムの構築」に関する調査結果を公表し、上記の

つの解決手段を利用した場合、「会社が従業員に金

銭を支払って解決した事案」が 割を超えたことが

わかりました。

内閣府の規制改革会議でも、裁判で不当解雇と認め

られた場合に労働者が申し出れば金銭補償で解決

できる制度について、年内にも導入の検討を始める

と発表しています。

そんな折、厚生労働省は、個別データに基づいて条

件を設定すると労働紛争の解決状況を確認するこ

とができるサイトを開設しました。

具体的には、（１）事案の内容（普通解雇、整理解

雇、労働条件引下げ等）、（２）残業代請求の有無、

（３）労働者の性別、（４）雇用形態、（５）勤続年

数、（６）役職、（７）月額賃金、（８）企業規模の

条件を設定すると、その条件に合った事件の解決方

法（あっせん、労働審判、和解）や利用期間、金銭

解決の場合であれば解決金を調べることができま

す。
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◆まずは自分の体質を知ってみよう！

個別労使紛争の主な解決手段と
「解決状況確認ツール」の活用

◆個別労使紛争の解決手段

◆最近の傾向

◆「解決状況確認ツール」とは？

人事労務に関する手続き・ご相談・お問い合わせは…

チコ労務管理事務所
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